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令和７年度 事業計画書 
 

□ 基本方針 

 

一般財団法人大阪府みどり公社（以下「公社」という。）は、地域社会と調和のとれた農業の振興、

及び地球環境の保全と自然環境の回復、並びに良好な生活環境の保全等をめざし、 

① 大阪の農業の振興と農空間の保全、担い手の確保のための農地関連事業の展開 

② 安全安心に配慮した魅力ある府民の森の管理運営 

③ パリ協定を踏まえた地球温暖化防止のための取組み 

④ 森林の有する公益的機能を支えるための市町村への技術支援等の取組み 

を柱に、各般の事業を推進している。 

事業推進に当たっては、従来の公益法人から一般財団法人に移行する際に認可を受けた公益

目的支出計画を着実に遂行するため、各事業分野の中期的事業展開の方向と目標を設定した、中

期経営計画（令和３年度～７年度）に沿って着実に実施する。その際、国や大阪府の事業制度の変

更・拡充に迅速かつ柔軟に対応し、より効果的かつ効率的な事業実施に努める。 

 

令和７年度は、引き続きＳＤＧｓ及びＥＳＧの観点も踏まえ、各分野において以下のことを基本に、

事業を展開する。 

農政分野では、「農地中間管理事業の推進に関する法律」（以下｢農地中間管理法｣という。）に基

づく農地中間管理事業について、地域での話合いにより目指すべき将来の農地利用の姿を明確化

する地域計画（以下「地域計画」という。）の策定区域において重点的に推進する。また、大阪農業

の成長産業化の中軸を担う農業者の育成と確保の一環として、府が設置する「農業経営・就農支援

センター」の業務のうち、経営支援に関する業務の運営を引き続き行う。 

自然環境保全分野では、大阪府民の森南河内地区（ちはや園地）と大阪府立金剛登山道駐車場

の指定管理業務（令和５年度～９年度）について、利用者の安全と安心を最優先に管理運営を行う

と共に、魅力的な自然体験イベントの開催や情報の発信を行い、利用促進に引き続き取り組む。 

環境分野では、パリ協定で定める目標等を踏まえ、２０５０年までのカーボンニュートラル、脱炭素

社会の実現に向けて、家庭及び事業者における積極的な取組みを誘発できるよう事業を実施する。 

林政分野では、森林経営管理制度や森林環境譲与税の譲与により、市町村が行う森林整備及び

木材利用の取組みが円滑かつ確実に実施されるよう、引き続き森林整備・木材利用促進支援センタ

ーとして技術支援を行う。 

また、「大阪府気候変動対策の推進に関する条例（以下「気候変動対策条例」という。）」に基づく

指針の改正により、令和５年３月に創設された「大阪府 CO２森林吸収量・木材固定量認証制度（以

下「CO２認証制度」という。）」の認証機関として、制度の周知や認証業務を行う。 

法人の運営全般では、引き続き各事業分野における委託料及び補助金等の確保と、自然環境保

全及び環境の両分野での収益事業の拡大等に取り組み、公社経営の安定化を図る。また、公社の

有する自然環境保全分野に関するノウハウを発揮できるような指定管理業務等の獲得を引き続き目

指す。 
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□事業概要 

 

 

Ⅰ 農政分野 

        

 

１ 農地中間管理事業等農地関連事業 （実施事業等会計１） 

全国と同様に、大阪府においても、農業従事者の高齢化や担い手不足、また農地の遊休化が

大きな課題となっている。このため、昨年度、市町村が地域での話合いにより、目指すべき将来

の農地利用の姿を明確化する「地域計画」を策定した。今後、公社は農地中間管理機構として、

地域計画の区域において重点的に事業を実施し、担い手への農地の集積及び集約を図り、経

営基盤の安定・強化を積極的に推進する。 

 

（1） 農地中間管理事業 

① 事業推進方針 

法改正により、これまで市町村が行っていた農地の貸借が昨年度末に廃止され、今年度か

ら本格的に農地中間管理法に基づく貸借に統合されると共に、これまで公社が行ってきた貸

手・借手のマッチングは、市町村や農業委員会が行うことになり、公社は地域計画区域内の

農地貸借の手続きを行うこととなった。 

そのため、貸借件数の大幅な増加や役割の変更に的確に対応できるよう、市町村や農業

委員会等の関係機関と新たな役割分担に基づいて構築した貸借制度の定着を引き続き図る

と共に、事業の推進に当たっては、関係機関との連携をより一層強化し、業務の重点化と効

率化を更に進める。  

② 事業目標 

昨年度は、認定農業者や新規就農者等への新規貸借及び更新を 45.7ha、府等の関係機

関と連携した面的な取組みによる農地貸借を 10.9ha 実施し、府域全体で 56.6ha の実績とな

る見込みである。本年度は、引き続き、新規の貸借及び更新により、昨年度を上回る 57.0ha

以上を目標として実施する。 

③ 重点対象地区 

農地の面的整備事業の実施に向けて取り組んでいる地区の他、取組みの機運が高まって

いる地区や昨年度策定した地域計画の実現に向けて、府が集中的に取組みを進めるとする

実現地区において、農地中間管理事業の導入が図れるよう重点的に取り組む。 

④ 地域への働きかけ 

農地中間管理事業を着実に実施するため、法改正後の制度の理解促進に向け、中期経

営計画の目標である４８回及び昨年度の目標５１回を上回る５２回以上を目標として、地域計

画策定地区を中心に地域への働きかけを行う。 
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（2） 農業経営・就農支援センター（経営支援部門） 

    経営意欲のある農業者が、創意工夫を生かした農業経営が展開できるよう、農業所得の

向上や農業経営の法人化、規模拡大などの多様な経営上の課題解決に向け、きめ細かな

相談に応じると共に、多種多様な専門家の派遣による指導を行う。 

この事業の対象は、大阪府が決定する重点支援対象者であり、本年度の目標を５０名とす

る。支援内容については、公社と大阪府やＪＡ等で構成する部会での協議を経て決定する。 

さらに、企業が農業分野への参入を検討する際の相談に応じると共に、参入後の経営課

題の克服ができるよう伴走支援も行う。 

 

 

 

Ⅱ 自然環境保全分野 

          

 

１ 大阪府民の森管理運営事業 （実施事業等会計２） 

大阪府では、都市近郊にある自然資源を活用した施設を設置・運営し、府民が樹木や野草

などの自然に触れ、ゆとりや癒しを実感できる機会を増し、府民の自然環境保全に対する理解

を深める施策を展開している。 

これらの施策の拠点として整備された「大阪府民の森」の一部である南河内地区（ちはや園地）

及び大阪府立金剛登山道駐車場について、公社と大阪府森林組合が共同事業体として、令和

５年度から５年間の指定管理事業を実施している。 

一方で、ちはや園地が位置する金剛山は、アジア諸国の方々から人気が高く、大阪・関西万

博を通じて、南河内地域の誇る観光コンテンツとしてのポテンシャルは有するものの、ロープウ

エイ廃止等の影響により、ちはや園地の利用者数は低迷傾向にある。 

このため、大阪府は、令和 6 年度に引き続き令和 7 年度に各種整備工事を行い、金剛山を

核として、集客力を高めると共に、観光客や登山者の周辺での回遊を促し、消費活動につなげ、

地域の活性化を図るとしている。 

具体には、金剛山やちはや園地等で様々な情報提供を可能とするデジタルサイネージや周

遊を促す誘導サインを設置する。また、金剛登山道駐車場の一部に、周遊ルートの拠点として、

イベントにも活用できる木製のコミュニティスペース（休憩所）を設置する。更に、登山道も兼ね、

ちはや園地へ唯一の車両通行が可能な伏見峠アクセス道の路面改良を行い、輸送路としての

機能強化を図る。その他、キャンプ場についても、シャワー棟やバンガローの新設等機能の強

化を実施するとしている。 

公社としては、管理運営にあたり、来園者の安全確保を最優先に実施すると共に、機能の強

化される施設等を最大限活用して、ちはや園地のさらなる利便性と魅力の向上を図り、集客拡

大につなげる。 
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園地名 面積（ha） 主要施設 所在地 

ちはや園地 １３ 
キャンプ・バーベキュー場 

星と自然のミュージアム  等 
千早赤阪村 

金剛登山道 

駐車場 
３.３ 駐車場、公衆トイレ 各２か所 千早赤阪村 

 

（1） 安全で快適な施設管理 

府民の森の管理運営に当たっては、施設や設備の不具合が園地利用者の事故の原因とな

ることがないよう、毎日の点検や定期点検を確実に実施し、事故や破損が発生する前に補修や

修繕、安全対策措置を講じ、安全と安心を最優先に取り組む。 

① 施設の点検と安全対策の実施 

案内所等の木造施設、管理道等の基盤施設、給水施設の機械設備等は、既に設置後４０

年近くが経過し、劣化や老朽化が顕著になっている。このため、一斉施設点検を年２回実施

すると共に、日常の点検及びパトロールを実施する。不具合を発見した場合には、修繕が可

能なものは園地職員が速やかに実施すると共に、専門技術を必要とする場合は安全措置を

講じた上で専門業者に依頼する等、利用者の安全と快適な利用の確保を最優先とする。 ま

た、掲示板等により、利用上の安全情報を適宜提供する。 

点検結果は、常に大阪府と情報共有し、劣化が顕著な施設や安全性に懸念のある施設に

ついては、協議・調整・役割分担の上、府が行う対策は、早期に実施されるよう要請する。 

② ナラ枯れ被害対策等 

南河内地区のナラ枯れ被害は、これまでの対策により減少傾向にあるものの、被害の終息

には至っていないため、ドローン映像も利用し、８月にナラ枯れ被害木に加えて根腐れや枝

枯れなども含め調査を実施し、管理道、園路、広場等の危険木対策に引き続き取り組む。 

③ 府実施工事に係る安全対策 

令和６年度～８年度には、大阪府施設（香楠荘）の解体撤去工事をはじめ、アクセス道の改

良やキャンプ場の改修等の工事が実施されており、工事車両が園地内や登山道を通行して

いる。工事中、園地利用者や登山者への安全配慮の徹底を府等に求めると共に、公社として

も園地利用者等への注意喚起を行うなど安全対策に万全を期す。 

 

（2） 魅力ある府民の森の運営 

誰もが快適に楽しく利用できる園地運営を目指し、利用者サービスの向上や魅力ある自然体

験イベントを実施する。 

① ちはや園地における自然体験イベントの実施 

ちはや園地では、星空観察や野鳥や植物、昆虫の観察、自然素材を使った工作など、子

どもから大人まで参加できる多様なイベントやプログラムを、一般社団法人大阪府山岳連盟

やＮＰＯ法人日本パークレンジャー協会などのボランティアの協力を得ながら提供し、府民の

森の魅力づくりに努める。 

② 駐車場でのイベントなど多様なプログラムの実施 

令和７年度は、大阪府により、キャンプ場施設の改修・整備工事が実施される予定となって
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いることから、工事期間中は、一時的にバンガローが利用できず、宿泊を伴うイベントの開催

は難しくなる。このため、ちはや園地の特色である星空観察については、金剛登山道駐車場

での日帰り星空観察会、天体観望会の Zoom 配信、小学校での出前講座など創意工夫した

多様な取組みを引き続き実施する。これらは園地までの登山を伴わず、気軽に参加できるプ

ログラムであることから、幅広い参加者を集めることが可能となり、新たにちはや園地の魅力を

知っていただき、利用拡大に繋げることを目指す。 

③ 府民の森の情報発信と積極的な PR 

野草の開花や生きものなどの自然情報、イベントやアクセス情報を、ＳＮＳ等によりタイムリ

ーに発信すると共に、チラシ、WEB 等の多様な広報媒体を活用し、園地の魅力を広く府民に

発信する。ＳＮＳのフォロワー数等については、前年度実績に対して６０人以上増加させること

を目標とする。 

 

２ 大阪府民の森等直営事業 （その他会計２） 

利用者へのサービス向上と公社の収支改善に寄与する観点から、自主製作商品の販売拡大

や新規収益事業の開発に努める。また大阪府立金剛登山道駐車場管理運営事業については、

府民の森ちはや園地との一体的管理運営を行うことにより、効率的な運営に努める。 

 

（1） 府民の森直営事業 

本年度も引き続き、自然素材を活用した木製コースター等の手作り物品、冊子「金剛山 野草

と木の花ハンドブック」（令和６年２月発行）や飲食物などの販売、多彩な収益イベント等の実施

により、利用者へのサービス提供と収益の確保を図る。 

 

（2） 大阪府立金剛登山道駐車場管理運営事業 

ちはや園地へのアクセスルートである伏見林道の登山口近くに立地する金剛登山道駐車場

については、無人精算機を活用しながら、ちはや園地と駐車場の一体的かつ効率的管理を行う。

施設のメンテナンス・修繕、清掃を適切に実施し、快適性を維持することにより駐車場利用者増

加を図るとともに、ホームページ等での PRにより園地利用者増加にも繋げるよう努める。 

 

 

 

Ⅲ 環境分野 

             

 

１ 地球温暖化防止活動推進支援事業 （実施事業等会計３） 

脱炭素社会の実現に向けて、官民連携による「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国

民運動」により、国、自治体、企業、団体等で共に、国民・消費者の新しい暮らしを後押しする取

組みを広範に実施している。また、大阪府においても、気候変動対策条例に基づき、中小事業
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者にも自律的な気候変動対策の取組みを促すため、対策計画書を提出することができる制度を

運用している。 

大阪府地球温暖化防止活動推進センター（以下「大阪センター」という。）として、これらの動き

と連携して地球温暖化防止の取組みをより一層促進するため、環境省や大阪府、市町村の委託

事業の獲得や補助事業への参入に努め、大阪府や市町村はもとより、経済団体、ＮＰＯ、大学・

専門学校生、大阪府地球温暖化防止活動推進員(以下｢推進員｣という。）等と連携を強化して、

あらゆる主体の意識改革と行動変容を喚起すると共に、事業者における脱炭素経営の導入に向

けた取組み促進し、CO2排出の少ないエネルギー利用への転換を図る。 

これらの取組みにより、地球温暖化対策等の啓発人数５,５００人以上、活動を支援する推進員

１５０人以上を目標とする。 

 

（1） 府民向け地球温暖化対策の普及啓発の推進 

環境省の補助金を活用し、大阪府が委嘱した推進員、環境  NPO、市町村などと連携し、セミ

ナーの開催や環境イベントへのブース出展などを通じて、府民向けの地球温暖化対策の普及

啓発を行う。また、学校での出前授業や市町村等が実施するイベントに大阪センター職員や推

進員を派遣することなどにより、地域での地球温暖化防止活動を支援し、府民の行動変容を促

進する。 

また、府民向けの普及啓発広報誌「えこっと OSAKA」を年３回発行する。 

 

（2） 事業者の脱炭素経営の導入促進 

   大阪府域で脱炭素化の中核を担う商工会議所等の経済団体や、中小企業の脱炭素化の取

組みに対して資金面での支援を行う地域金融機関等との連携を強化し、中小企業者対象の脱

炭素支援セミナーの開催、事業活動におけるエネルギー消費の実態把握、CO2 排出量の算定

支援、気候変動対策条例に基づく対策計画書作成等の脱炭素経営の導入支援を行う。 

 

（3） 大阪府と連携した地球温暖化対策等の普及促進 

   大阪府が計画している事業に積極的に参画し、府民や事業者の行動変容につなげる。 

① 脱炭素化に向けた消費行動促進事業 

「大阪版カーボンフットプリント算定ツール」の活用による算定結果のラベル表示の普及を

図る。大阪府内産の農産物の生産・流通時における二酸化炭素排出量を見える化することに

より、大阪産(もん)などの地元産農産物の地産地消やエコ農産物の消費拡大を促進し、CO2

の排出の少ない消費行動の普及拡大を図る。 

②  脱炭素経営宣言促進事業 

     地域の金融機関等と連携して、中小事業者の脱炭素化の取組みを支援する「脱炭素経

営宣言」の登録拡大を図ると共に、宣言をした事業者に対して、登録のインセンテイブである

補助金や ESG金融等の各種メニューの情報提供等を行う。 

 

（4） 市町村と連携した地球温暖化対策等の普及促進 

市町村と連携して、家庭の省エネ相談を推進すると共に、小学校や幼稚園等に対する環境
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教育や、住民を対象とした地球温暖化対策等の普及啓発事業に積極的に参画する。 

 

２ 環境調査・相談事業（その他会計１） 

国や府、市町村、民間事業者等が実施する環境保全に係る事業等の情報を収集し、これら

の事業への積極的な参画を図る。 

 

（1） 事業活動の省エネ化の促進 

事業活動における省エネ化を促進するため、経済産業省等の事業を活用して省エネ診断を

行う事業者からの診断の受託に努める。 

 

 

 

Ⅳ 林政分野 

               

 

１ 森林整備・木材利用促進支援事業（その他会計３） 

令和元年度から「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」に基づき森林環境譲与税

が全国の自治体に譲与されており、令和６年４月から森林環境譲与税の財源となる森林環境税

の課税が開始された。また、令和元年度から「森林経営管理法」が施行され、新たな森林経営

管理制度も運用されている。 

森林環境譲与税は、その使途が間伐などの森林整備や木材の利用促進、担い手の育成や

普及啓発等に活用することに限られており、各市町村で計画的に取組みを進めていくことが求

められている。公社は、各市町村において適切に事業が行われるよう引き続き支援・助言を行う

とともに、ホームページ等を通じて積極的に使途の公表が行われるなど、森林環境税の徴収趣

旨や効果について府民の理解が深まるように働きかける。 

また、令和５年３月に創設された CO₂認証制度を民間事業者や団体が活用するよう促すこと

により、幅広い主体による森林整備や木材利用の取組みの普及を目指す。 

 

（1） 市町村支援事業 

① 市町村への助言 

府内市町村に対して、森林環境譲与税による事業計画の作成や実施手法等の相談に応

じ、必要な情報の提供や技術的な助言等を行う。 

また、大阪府と連携し、市町村職員を対象とした会議を開催し、国及び大阪府の動向や他

府県の取組状況、事業実施の留意事項等について、情報提供や意見交換を行う。 

 

② 技術研修会の開催 

市町村職員等を対象として、森林整備や木材利用、普及啓発等の取組みに関する技術研
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修会を開催する。 

事業を進める上での課題解決手法等を考える実践的な研修会や森林組合連合会及び大

阪府建築士会との共催による設計担当者向けの木材利用勉強会の開催などにおいて、森林

整備に関する国等の補助事業の紹介や木造・木質化を図る上での設計・維持管理のポイント

など、市町村ニーズに応じた情報やノウハウの提供を行うことで、市町村による森林整備や木

材利用の取組みの一層の促進につながるよう、効果の高い研修を実施する。 

③ 事業実績の広報 

森林環境譲与税を活用した森林整備・木材利用の取組実績について、公社のホームペー

ジや事業 PRパンフレットで紹介するなど広く府民に発信する。 

 

（2） 木材利用促進支援事業 

① 市町村事業での大阪府産材活用の促進 

府内市町村において大阪府産材を使った木材利用の事業数２１事業の実施を目標として

支援を行う。 

② 木材・木製品情報の収集・提供 

国産木製品を製造販売する民間事業者から製品情報や使用事例等を収集し、必要に応

じて市町村に提供すると共に、民間事業者へ森林環境譲与税の制度の周知や大阪府産材

利用等を働きかけていく。 

また、木材利用が森林整備の促進につながっていくことについて府民に理解が広がるよう、

製品の紹介と併せて木材利用の意義や重要性について積極的な情報発信に努める。 

 

（3） 森林整備支援事業 

府内の森林を有する市町村（３３市町村）のうち、森林環境譲与税により新たに計画的な森林

整備に着手する市町村数１０市町村を目標として支援を行う。 

 

① 森林整備関係情報の収集・提供 

森林経営管理制度に関する国の動きや府内外での取組実績等の情報収集に努め、各市

町村の森林状況や事業進捗を踏まえながら情報提供を行う。 

② 森林整備計画作成等支援 

市町村が森林所有者への意向調査や森林整備計画の作成等を行うにあたり、大阪府や大

阪府環境農林水産総合研究所と連携し、森林の基礎データの提供や整備手法の検討・提案

等、技術的な助言を行う。 

 

(4) CO２吸収量・固定量認証事業 

令和５年３月に創設された CO₂認証制度は、大阪府内に事業所がある企業・団体等が行う、

大阪府内での森林整備及び大阪府内産木材の利用による CO２森林吸収量・木材固定量を適

正に評価して認証を行う制度である。公社はその認証機関として、審査・認証及び制度の周知

等の業務を行うことにより、府内の市町村や民間事業者が森林整備や木材利用に取り組めるよ

う、積極的に支援を行う。 


